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●国民年金は基礎年金を支給 

国民年金は、自営業者だけでなく、厚生年金などの被

用者年金制度の加入者とその配偶者にも共通する給付

として、①老齢基礎年金、②障害基礎年金、③遺族基礎

年金の３種類の基礎年金を支給します。 

 

●厚生年金は基礎年金に上乗せ 

厚生年金が適用されている事業所に勤めるサラリー

マン等は、国民年金と厚生年金の２つの年金制度に加入

することになります。 

 

１ 

●国民年金と厚生年金 

日本の年金制度は、国民年金からは、すべての国民

に共通する基礎年金が支給され、厚生年金など被用者

年金からは、基礎年金に上乗せする報酬比例の年金が

支給されるという、二階建ての年金給付のしくみをと

っています。 

 
厚 生 年 金 等  

 

国 民 年 金 （ 基 礎 年 金 ） 

自営業者等     サラリーマン   サラリーマン等 
  ・公務員等    の被扶養配偶者 

 第１号被保険者  第２号被保険者  第３号被保険者 

２，００１万人   ３，８９１万人    １，０４４万人 

６，９３６万人※ 

※平成２０年度末現在の加入者数です。 

１ ． 年 金 制 度 の し く み 



厚生年金から支給される年金は、加入期間とその間の

収入の平均に応じて計算される報酬比例の年金となっ

ていて、次のように基礎年金に上乗せするかたちで支給

されます。 

 
 
   
 

 

 

●年金手帳 

 国民年金、厚生年金に加入した方には年金手帳が交付

されます。この年金手帳は、加入制度が変わったときや、

年金の請求手続きなど一生をとおして使用しますので、

大切に保管してください。 

 なお、年金手帳は、平成９年１月から「基礎年金番号」

が印字された青色の表紙のものに変わっていますが、そ

れ以前のオレンジ色の年金手帳、「厚生年金保険被保険

者証」および黄土色の「国民年金手帳」も、引き続き使

用できます。 

※基礎年金番号は、共済組合を含めて、加入する年金制度が

変わっても、１人の人が一生をとおして使用する番号で

す。平成８年１２月に公的年金制度に加入していた方には

「基礎年金番号通知書」が送付されていますので、この通

知書を年金手帳と一緒に大切に保管してください。 

 

 

 

 

 

 

 

２ 

老齢厚生年金 

障害基礎年金

遺族厚生年金

老齢基礎年金 

障害厚生年金

遺族基礎年金

注）この「国民年金・厚生年金のしおり」は、平成

２２年度に配布するために作成したしおりです

ので、制度内容、保険料額、年金額等は平成２２

年４月現在のものです。 



 

 

 

国民年金の被保険者の種別は職業などによって３つのグ

ループに分かれており、それぞれ加入手続きや保険料の納

付方法が違います。結婚や就職、転職、退職などで加入す

るグループが変わったときは、２週間以内（第２号被保険

者になった場合は、勤務先の事業主が５日以内）に手続き

をすることが必要です。 

日本国内に居住している２０歳から６０歳までの方は、国

民年金の被保険者です。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

３ 

  どんな人が？ 加入の届出は？ 保険料の納付は？ 

第１号 

被保険者 

・学生 

・自営業者 等 

ご自身で市区町

村役場へ届出 
ご自身で納付 

第２号 

被保険者 

・会社員 

・公務員 等 
勤務先が届出 勤務先で納付 

第３号 

被保険者 

第２号被保険者 

の被扶養配偶者 

配偶者の勤務先

へ届出 

なし（配偶者が加入

する制度が負担） 

２ ． 被 保 険 者 の 種 別  

【任意加入制度】 

６０歳までに老齢基礎年金の受給資格期間（２５年）を満

たしていない場合や、４０年の納付済期間がないため老齢基

礎年金を満額受給できない場合であって、厚生年金・共済組

合に加入していないときは、６０歳以降（申出された月以降）

でも任意加入することができます。 

①年金額を増やしたい方は６５歳までの間 

②受給資格期間を満たしていない方は７０歳までの間 

また、③外国に居住する２０歳以上６５歳未満の日本人 

の方も任意加入することができます。 

なお、平成２０年４月１日から③を除き保険料の納付方法

は、口座振替が原則となりました。 

 



 

 

 

 

 

国民年金の第１号被保険者の月々の保険料は１１５５，，１１００００

円円（（平平成成２２２２年年度度））です。保険料の納付期限は翌月末（たと

えば４月分は５月末まで）です。また、保険料をまとめて前

払い（前納）すると保険料がお安くなります。 
 

 

※１ 口座振替には１か月の前納制度（早割）があります。通常

の振替日は翌月末ですが、当月末の振替にすると、月々の保

険料が５０円お安くなります。 

※２ ６か月分の前納は、４月分から９月分までの保険料を当年

４月末までに納め、１０月分から翌年３月分までの保険料を

当年１０月末までに納めます。（口座振替の場合は、それぞ

れ４月末または１０月末に口座から引落しします。） 

※３ １年分の前納は、４月分から翌年３月分までの保険料を当

年４月末までに納めます。（口座振替の場合は、４月末に口

座から引落しします。） 

（注１） 月末が休日の場合は、翌営業日が振替日または納付期限

となります。 

（注２） 現金払いの場合には、６か月、1 年以外でも、ご希望月

から翌年３月分までの前納も可能です。 
 

４ 

納付方法 １か月分（※１） ６か月分（※２） １年分（※３） 

月々支払 １５，１００円 ９０，６００円 １８１，２００円

前 

納 

現金支払 

【割引額】

８９，８６０円 

【７４０円】 

１７７，９８０円

【３，２２０円】

口座振替 

【割引額】

１５，０５０円

  【５ ０ 円】

８９，５７０円 

【１，０３０円】 

１７７，４００円

【３，８００円】

国 民 年 金 の 保 険 料 

３ ． 第 １ 号 被 保 険 者 の 方 へ  



 

 

 

 

国民年金の保険料は、以下の方法で納められます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆国民年金の保険料は全額社会保険料控除の対象 

年末調整や確定申告で国民年金保険料を申告するための

「社会保険料（国民年金保険料）控除証明書」を毎年１１月

上旬にお送りします（１０月以降に、その年初めて国民年金

保険料を納付された方は翌年２月上旬にお送りします）。 

 

５ 

国 民 年 金 保 険 料 の 納 め 方 

★金融機関、郵便局、コンビニの窓口 

事前にお送りする納付書で納めます。なお、お手元に

納付書がないときには、年金事務所までご連絡ください。

★口座振替（手間がかからず、おすすめです） 

口座振替で納めると納め忘れを防ぐことができます。  

口座振替をご利用される方は、お近くの年金事務所ま

たは金融機関の窓口で手続きをお願いします。 

★インターネットや携帯電話 

インターネットや携帯電話をご利用しての納付方法に

つ い て は 「 日 本 年 金 機 構 ホ ー ム ペ ー ジ

(http://www.nenkin.go.jp/)」でご案内しております。

★クレジットカード納付（継続支払） 

クレジットカードによる納付を希望する場合は、年金

事務所にお申込が必要です。詳しくは、お近くの年金事

務所へお問い合わせください。 



 

 

 

 所得が少ないなど、保険料を納めることが経済的に困難な

場合には、本人の申請手続によって保険料の納付が免除また

は猶予される制度があり、次の３種類があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

 

 上記①～③以外でも(１)障害年金を受けている、(２)生活保

護の生活扶助を受けているときなどには『法定免除』となり

ます。 

①全額免除・一部納付申請 

本人・世帯主・配偶者の前年所得（１月から６月までに申

請される場合は前々年所得）が一定額以下の場合には、申請

により保険料の納付が全額免除または一部納付になります。

②若年者納付猶予申請 

３０歳未満の方で本人・配偶者の前年所得（１月から６月

までに申請される場合は前々年所得）が一定額以下の場合に

は、申請により保険料の納付が猶予されます。 

③学生納付特例申請 

学生の方で本人の前年所得（１月から３月までに申請され

る場合は前々年所得）が一定額以下の場合には、申請により

保険料の納付が猶予されます。 

※離職者、震災・風水害等の被災者の方は所得に関係なく該当

する場合があります。（詳しくは年金事務所へお問い合わせ

ください。）  

保険料を納めることが難しいときは？ 

●保険料を未納のまま放置すると、将来の老齢基礎年金や、い

ざというときの障害基礎年金、遺族基礎年金を受け取ること

ができない場合があります。必ず、保険料を納めるか、納め

ることが困難な場合には上記①～③の申請をしましょう。 

●申請は、お住まいの市区町村役場でお受けいたします。郵送

による手続きも可能です。詳しくは「日本年金機構ホームペ

ージ(http://www.nenkin.go.jp/)」をご覧ください。 

６



保険料免除等について（ご注意いただきたいこと） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

※平成２１年３月分までは、３分の１が年金額に反映されます。 

★一部納付については一部納付保険料を納付していることが必要です。 

★将来受け取る老齢基礎年金を増額するために、６ページ①～③の

期間について、１０年以内であれば、さかのぼって保険料を納め

る（追納）ことができます。ただし、承認を受けた翌年度から起

算して３年目以降は加算金がつきますので、早めに追納したほう

がお得です。 
 

※保険料免除等の所得★の基準    ★所得＝収入－必要経費等 

  所得が以下の計算式で計算した金額の範囲内であること 

● 全額免除・若年者納付猶予  

＝（扶養親族等の数＋１）×３５万円＋２２万円 

● 一 部 納 付 （ ４ 分 の １ 納 付） 

＝ ７８万円＋扶養親族等控除額＋社会保険料控除額等 

● 一 部 納 付 （ 半 額 納付）・学生納付特例 

＝１１８万円＋扶養親族等控除額＋社会保険料控除額等 

● 一 部 納 付 （ ４ 分 の ３ 納 付） 

＝１５８万円＋扶養親族等控除額＋社会保険料控除額等 

７

 

納付 全額免除 一部納付
若年者納付猶予
学生納付特例

未納  

  
  

されます

  
  

されます

  
  

されます

  
  

されます 

  
  

されません
 

受給資格
期間に算
入される
か？ 

  
  

されます

  
  

されます

 
  

されます

  
  

されます 

  
  

されません

年金額に
反映され
るか？

  
  

されます

  
  

※２分の１ 
( 国庫負担分)

されます

  
  

※２分の１と一部 
納付保険料分

されます

  
  

されません

  
  

されません
 

老
齢
基
礎
年
金

障害基礎年金 
遺族基礎年金 
(受給資格期間に 
算入されるか？)

  

保険料免除等と年金給付の関係 



 

 

厚生年金に加入している会社、工場、商店、船舶など

（適用事業所）に常時使用される７０歳未満の方は、国

籍や性別、年金の受給の有無にかかわらず、厚生年金の

被保険者となります。 

「常時使用される」とは、雇用契約書の有無などとは

関係なく、適用事業所で働き、労務の対価として給料や

賃金を受けるという使用関係が常用的であることをい

います。 

 

 

 

株式会社などの法人の事業所は厚生年金の適用事業

所となります。 

また、従業員が常時５人以上いる個人の事業所につい

ても、農林漁業、サービス業などの場合を除いて厚生年

金の適用事業所となります。 

 

 

 

厚生年金の保険料は、毎月の給与（標準報酬月額）と

賞与（標準賞与額）に共通の保険料率をかけて計算され

ます（総報酬制）。保険料率は平成１７年９月から毎年

９月に引き上げられ、平成２９年９月からは固定されま

す。 
※厚生年金保険料率（平成２１年９月～平成２２年 8 月） 

・一般の被保険者・・・・・・・・・・・15.704％ 

・船員・坑内員の被保険者・・・・・・・16.448％ 

※厚生年金基金加入員の保険料率は別に定められています。 

 

 

  

 

４ ． 第 ２ 号 被 保 険 者 の 方 へ  

適 用 事 業 所 

保 険 料 と 総 報 酬 制 

８



●標準報酬月額 

厚生年金では、加入者が受け取る給与（基本給のほか

残業手当や通勤手当などを含めた税引き前の給与）を一

定の幅で区分した報酬月額に当てはめて決定した標準

報酬月額を、保険料や年金額の計算に用いています。現

在の標準報酬月額は、１等級（９万８千円）から３０等

級（６２万円）までの３０等級に分かれています。 

 

●標準賞与額 

標準賞与額とは、実際の税引き前の賞与の額から１千

円未満の端数を切り捨てたもので、１５０万円を超える

ときは１５０万円とされます。 

 

●保険料の納め方 

保険料は、加入者と事業主とが半分ずつ負担すること

になっています。事業主は毎月の給料または賞与から保

険料を差し引いて翌月の末日までに納めることになっ

ています。 

 

 

 

育児休業等を行っている加入者の厚生年金の保険料

は、育児休業等の期間中に事業主が年金事務所に申し

出を行うことにより、育児休業等の期間中における加

入者・事業主の両方が負担する保険料が免除されます。

なお、この免除期間は、将来、年金額を計算する際は

保険料を納めた期間として扱われます。 

 

 

 

 

保 険 料 の 免 除 等 

９



 

 
 

 

●老齢基礎年金 
２０歳から６０歳になるまでの４０年間の全期間保険料を納め

た方は、６５歳から満額の老齢基礎年金が支給されます。保険料

を全額免除された期間の年金額は１／２（平成２１年３月分まで

は１／３）となりますが、保険料の未納期間は年金額の計算の対

象期間になりません。 

※平成２２年度年金額 ７９２，１００円（満額） 

※老齢基礎年金を受けるためには、保険料を納めた期間、保険料を

免除された期間と合算対象期間★とを通算した期間が原則２５年

間（３００月）以上あることが必要です。老齢基礎年金の計算式

は次のとおりです。 
７９２，１００円×〔保険料納付月数＋（保険料全額免除月数×８分の４）＋（保
険料４分の１納付月数×８分の５）＋（保険料半額納付月数×８分の６）＋（保険
料４分の３納付月数×８分の７）〕/加入可能年数×１２ 

ただし、平成２１年３月分までは、全額免除は６分の２、４分の１納付は６分の３、半額納付は６分

の４、４分の３納付は６分の５にて、それぞれ計算されます。 

★年金額に反映されないため「カラ期間」と呼ばれています。合算対象期間に
は、①昭和６１年（１９８６年）３月以前に、国民年金に任意加入できる人
が任意加入しなかった期間、②平成３年（１９９１年）３月以前に、学生で
あるため国民年金に任意加入しなかった期間、③昭和３６年（１９６１年）
４月以降海外に住んでいた期間、などがあります。 

 

●老齢厚生年金 
厚生年金の被保険者期間があって、老齢基礎年金を受けるのに

必要な資格期間を満たした方が６５歳になったときに、老齢基礎

年金に上乗せして老齢厚生年金が支給されます。ただし、当分の

間は、６０歳以上で、①老齢基礎年金を受けるのに必要な資格期

間を満たしていること、②厚生年金の被保険者期間が１年以上あ

ることにより受給資格を満たしている方には、６５歳になるまで、

特別支給の老齢厚生年金が支給されます。 

※特別支給の老齢厚生年金の額は、報酬比例部分と定額部分を合わせた額とな

りますが、昭和１６年（女性は昭和２１年）４月２日以降生まれの方からは、

定額部分の支給開始年齢が引き上げられます。昭和２４年（女性は昭和２９

年）４月２日生まれの方からは、報酬比例部分のみの額となります。 

 

５ ． 年 金 の 給 付 

老 齢 年 金 

１０



 

 

●障害基礎年金 

国民年金に加入している間に初診日（障害の原因となった病

気やケガについて、初めて医師の診療を受けた日）のある病気

やケガで、法令により定められた障害等級表（１級・２級）に

よる障害の状態にある間は障害基礎年金が支給されます。 

※平成２２年度年金額（定額） ９９０，１００円（１級） 

              ７９２，１００円（２級） 

※１８歳到達年度の末日までにある子（障害者は２０歳未満） 

がいる場合は、子の人数によって加算が行われます。 

※障害基礎年金を受けるためには、初診日のある月の前々月まで

の公的年金の加入期間の２／３以上の期間について、保険料が

納付または免除されていること、または初診日のある月の前々

月までの１年間に保険料の未納がないこと（保険料納付要件）

が必要です。 

※20 歳に達する前の病気やケガがもとで、上記の法令により定

められた障害の状態が残った場合にも、20 歳から障害基礎年

金が支給されます。（ただし、所得制限あり。）詳しくは、市

区町村役場や年金事務所にお問い合わせください。 

 

●障害厚生年金 

厚生年金に加入している間に初診日のある病気やケガによ

って 1 級から 3 級までの障害の状態にある場合に支給されま

す。このとき、1 級または 2 級の状態にあるときは、障害基礎

年金も併せて支給されます。 

なお、初診日から５年以内に病気やケガが治り、障害厚生年

金を受けるよりも軽い障害が残ったときには障害手当金（一時

金）が支給されます。 

※ 障害厚生年金・障害手当金を受けるためには、障害基礎年金

の保険料納付要件を満たしていることが必要です。 

 

 

 

障 害 年 金 

１１



 

 

●遺族基礎年金 

国民年金に加入中の方が亡くなった時、その方によって

生計を維持されていた「１８歳到達年度の末日までにある

子（障害者は２０歳未満）のいる妻」または「子」に遺族

基礎年金が支給されます。 

※平成２２年度年金額 １，０２０，０００円（子が１人の妻の場合） 

※遺族基礎年金を受けるためには、亡くなった日のある月の前々

月までの公的年金の加入期間の２／３以上の期間について、保

険料が納付または免除されていること、または亡くなった日の

ある月の前々月までの１年間に保険料の未納がないことが必要

です。 

※加入者であった方が亡くなった場合でも、老齢基礎年金を受け

るのに必要な資格期間を満たしている場合は、支給されます。 

 

●遺族厚生年金 

厚生年金に加入中の方が亡くなった時（加入中の傷病が

もとで初診日から５年以内に亡くなった時）、その方によ

って生計を維持されていた遺族（①配偶者または子、②父

母、③孫、④祖父母の中で優先順位の高い方）に遺族厚生

年金が支給されます。 

※子のある妻または子には、遺族基礎年金も併せて支給されます。

なお、子は遺族基礎年金の受給の対象となる子に限ります。 

※遺族厚生年金を受けるためには、遺族基礎年金の保険料納付要

件を満たしていることが必要です。 

※加入者であった方が亡くなった場合でも、老齢厚生年金を受け

るのに必要な資格期間を満たしている場合は、支給されます。 

※1 級・2 級の障害厚生年金を受けられる方が死亡した場合でも、

支給されます。 

★３０歳未満の子のない妻は５年間の有期給付となります。 

★夫、父母、祖父母が受ける場合は５５歳以上であることが条件

ですが、支給開始は 60 歳からです。 

遺 族 年 金 

１２



 

 

●付加年金 

第１号被保険者・任意加入被保険者（３ページ①・③の方）

が定額保険料に付加保険料（月額４００円）をプラスして

納付すると、老齢基礎年金に付加年金が上乗せされます。 
※付加年金の年金額は、２００円×付加保険料納付月数。 

※お申し込み先は、お住まいの市区町村役場です。  

※付加年金は、老齢基礎年金と合わせて受給できる終身年金です

が、定額のため、物価スライド（増額・減額）はありません。  

※国民年金基金に加入中の方は、付加保険料を納付できません。  

※付加保険料の納付は、申し込んだ月分からになります。また、

納付期限を過ぎると納付できません。納付期限は翌月末日（休

日・祝日の場合は翌営業日）です。  

 

●寡婦年金 

第１号被保険者として保険料を納めた期間（免除期間を

含む）が２５年以上ある夫が亡くなった時に、１０年以上

継続して婚姻関係にあり、生計を維持されていた妻に対し

て６０歳から６５歳になるまでの間支給されます。 

※年金額は、夫の第１号被保険者期間だけで計算した老齢基礎年

金額の４分の３。 

※亡くなった夫が、障害基礎年金の受給権者であった場合、老齢

基礎年金を受けたことがある場合は支給されません。 

※妻が繰り上げ支給の老齢基礎年金を受けている場合は支給され

ません。 

 

●死亡一時金 

第１号被保険者として保険料を納めた月数（４分の３納付

月数は４分の３月，半額納付月数は２分の１月，４分の１納付月数

は４分の１月として計算）が３６月以上ある方が、老齢基礎年

金・障害基礎年金を受けないまま亡くなった時、その方に

よって生計を同じくしていた遺族（①配偶者、②子、③父

第１号被保険者の独自給付 

１３



母、④孫、⑤祖父母、⑥兄弟姉妹の中で優先順位の高い方）

に支給されます。 

※死亡一時金の額は、保険料を納めた月数に応じて１２０，００

０円～３２０，０００円です。 

※ 付加保険料を納めた月数が３６月以上ある場合は、８，５００

円が加算されます。 

※ 遺族が、遺族基礎年金の支給を受けられるときは支給されません。 

※ 寡婦年金を受けられる場合は、どちらか一方を選択します。 

 
 

日本国籍を有しない方が、国民年金、厚生年金の被保険

者資格を喪失し、日本を出国した場合、出国後２年以内に

脱退一時金を請求することができます。 

※ 国民年金の脱退一時金を受けとるためには、第１号被保険者と

して保険料を納めた月数（４分の３納付月数は４分の３月，半

額納付月数は２分の１月，４分の１納付月数は４分の１月とし

て計算）が６月以上必要です。 

※ 国民年金の脱退一時金の額は、保険料を納めた月数に応じて４

５，３００円～２７１，８００円（最後に保険料を納付した月

が平成２２年度分の場合）です。 

※ 厚生年金の脱退一時金を受けとるためには、厚生年金の保険料

を納めた月数が 6 月以上必要です。 

※ 厚生年金の脱退一時金の額は、平均標準報酬額×支給率{(保険

料率×1／2)×被保険者期間月数に応じた数}で計算します（保

険料率は最終月が 1 月～8 月の場合は前々年 10 月時点の、9 

月～12 月の場合は前年 10 月時点になります）。 

 

 

日本との二国間で、年金制度の二重加入を防止するとと

もに、外国の年金制度の加入期間を取り入れ年金が受けら

れるように協定を締結している国があります。詳しくは日

本年金機構ホームページをご覧ください。 

（http://www.nenkin.go.jp/agreemant/index.html） 

短期在留外国人の脱退一時金 

１４

諸外国との社会保障協定 



 

 

 

平成２１年度から、すべての被保険者の方に、年金加

入記録や年金見込額をお知らせする「ねんきん定期便」

をお送りしています。 

「ねんきん定期便」は、被保険者の皆さまの住所に送

付します。住所を変更した場合、国民年金被保険者の方

は市区町村役場で手続きをしていただきますが、厚生年

金被保険者の方とその配偶者（国民年金第３号被保険

者）の方は、厚生年金被保険者の方がお勤めの会社を通

じて手続をしていただくことになります。 

 

 
  

こんなとき 
変更後の 

被保険者の種別 
届出先 

20 歳

になっ

た方 

学生、自営業、自由業、無

職などである 
第１号被保険者 

お住まいの 

市区町村 

厚 生 年 金 や 共 済 組 合 等 に

加 入 し て い る 配 偶 者 に 扶

養されている 

第３号被保険者 
配偶者の 

勤務先 

  

現在第

１号被

保険者

の方 

就 職 し て 厚 生 年 金 や 共 済

組合等に加入した 
第２号被保険者 勤務先 

結 婚 や 減 収 で 厚 生 年 金 や

共 済 組 合 等 に 加 入 し て い

る 配 偶 者 に 扶 養 さ れ る よ

うになった 

第３号被保険者 
配偶者の 

勤務先 

  

現在第

２号被

保険者

の方 

厚 生 年 金 や 共 済 組 合 等 に

加 入 し て い た 会 社 を 退 職

した 

第１号被保険者 
お住まいの 

市区町村 

退 職 し て 厚 生 年 金 や 共 済

組 合 等 に 加 入 し て い る 配

偶 者 に 扶 養 さ れ る よ う に

なった 

第３号被保険者 
配偶者の 

勤務先 

６ ． こ ん な 時 は 届 出 を  

ねんきん定期便について 

加入や種別変更などの届出 

１５



  
こんなとき 

変更後の 

被保険者の種別 
届出先 

現
在
第
３
号
被
保
険
者
の
方 

増 収 や 離 婚 な ど で 配 偶 者

に扶養されなくなった 

第１号被保険者 
お住まいの 

市区町村 

配 偶 者 が 厚 生 年 金 や 共 済

組 合 等 に 加 入 し て い た 会

社を退職した 

配 偶 者 が ６ ５ 歳 に な り 第

２ 号 被 保 険 者 で は な く な

った 

就 職 し て 厚 生 年 金 や 共 済

組合等に加入した 
第２号被保険者 勤務先 

配 偶 者 が 転 職 な ど で 加 入

する年金制度が変わった 
第３号被保険者 

配偶者の 

新しい勤務先

 

 

 

  こんなとき 届出先 

   
現在第１
号被保険
者の方  

住所や氏名が変わった 

付加年金に加入したい 

任意加入したい 

お住まいの市区町村 

年金手帳を紛失した 

保険料免除等の申請をしたい 

お住まいの市区町村 

または年金事務所 

納付書を紛失した 

前納の納付書がほしい 
年金事務所 

口座振替の申し込みをしたい 
金融機関 

または年金事務所 
  

現在第２
号被保険
者の方 

 

住所や氏名が変わった 勤務先 

年金手帳を紛失した 
勤務先 

または年金事務所 

現在第３
号被保険
者の方 

住所や氏名が変わった 配偶者の勤務先 

年金手帳を紛失した 年金事務所 

共通 
国 民 年 金 保 険 料 の 追 納 の 申 し

込みをしたい 
年金事務所 

 

氏名や住所変更などの届出 

１６



 
 
 20  

歳 

65 

歳 

60 

歳 

22 

歳 

55 

歳 

28 

歳 

 

第１号被保険者 

（自営業、学生等） 

 

第２号被保険者 

（会社員、公務員） 

 

○年金の裁定請求 

○諸変更届 

 

７． 年 金 と ラ イ フ ス テ ー ジ 

第３号被保険者 

（会社員、公務員

の被扶養配偶者） 

 

☆資格取得届 

（基礎年金番号 

を付番→第１号） 

 

【ご本人→市区町村】 

 

☆種別変更届 

第２号→第１号 

 

【ご本人→市区町村】

 

☆資格取得届 

（厚生年金または

共済年金） 

第１号→第２号 

 

【事業主→年金事

 

☆種別変更届 

第１・２号→第３号

 

【事業主→年金事

務所】 

就

職 

結

婚 

退

職 

 

 

☆種別変更届 

第３号→第１号 

【ご本人→市区町村】

配偶者が退職  

６０歳到達により 

資格喪失 

 

（届出不要） 

 

 

☆資格喪失届 

 

 

【事業主→年金事

務所】 

 

６０歳到達により 

資格喪失 

 

（届出不要） 

 

退 職 

例えば・・・ 

【その他の届出】  

☆住所変更届（引っ越し）  ☆氏名変更届（結婚等）   ☆資格喪失届（海外転出） 

１７ １８ 



 

 

 

お近くの「年金事務所」、「年金相談センター」または

「ねんきんダイヤル」で受け付けております。国民年金に

ついては市区町村役場の年金相談窓口でも受け付けており

ます。 
 

【日本年金機構ホームページ】 http://www.nenkin.go.jp/ 

 日本年金機構ホームページで、年金の基礎知識、年金事務

所等の住所と電話番号が、ご覧いただけます。 

 

 

 

 

 

 

【ねんきんダイヤル】  ０５７０－０５－１１６５ 

※ ＩＰ電話・ＰＨＳからは「03-6700-1165」へ 

（受付時間）月～金曜日：午前８：３０～午後５：１５ 

※月曜日（月曜日が休日の場合は火曜日）は午後７：００まで受付 

第２土曜日：午前９：３０～午後４：００ 

＊祝日、12 月 29 日～1 月 3 日はご利用いただけません。 

※ 「０５７０」の最初の「０」を省略したり、市外局番を付けて間違い電

話になっているケースが発生していますので、おかけ間違いにご注意く

ださい。  

※  月曜日など休日明けやお客様のお手元に通知書が届いた直後は、電話が

大変混み合うことがございます。つながりにくい場合は、曜日や時間を

ずらしておかけ直しくださるようお願いいたします。    

 
 
 

１９ 

８ ． 年 金 の 相 談 

年金についての相談やお問い合わせ

インターネットでご自身の年金加入記録をいつでも閲覧できる

「年金個人情報提供サービス」が便利です。 

日本年金機構ホームページからお申し込み、ユーザＩＤ・パスワー

ドを取得してご自身の年金加入記録を確認できます。 
※ お申し込みには、基礎年金番号が必要となりますので、年金手帳

など基礎年金番号を確認できるものをご用意ください。 
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